第3章　諸手当関係（定通・産教手当）

第3章　諸手当関係（定通・産教手当）


○　通　知
○定時制通信教育手当及び産業教育手当の支給に関する要綱
（昭和52年3月18日　52教総第75号　教育長）
　（目的）
第１　この要綱は、職員の給与の支給に関する規則（昭和35年12月8日福島県人事委員会規則第7号。以下「規則」という。）第42条の規定に基づき、定時制通信教育手当（以下「定通手当」という。）及び産業教育手当（以下「産業手当」という。）の支給に関し、必要な事項を定めることを目的とする。
　（定通手当関係）
第２　規則第35条の規定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
１　「定時制の課程を置く県立高等学校」とは、全日制と定時制の両課程を併置している学校、又は定時制課程のみを置く学校をいうものであること。
２　「本務として（中略）教育に従事する」とは、定時制又は通信制の課程のみを置く学校にあっては、当該教育に従事するもの、全日制、定時制又は通信制の併置校にあっては、校長が専ら定時制又は通信制の教育に従事することを命じたものをいう。
３　「定時制教育」とは、学校教育法第44条の定時制課程における教育をいう。
　（産業手当関係）
第３　規則第39条の規定において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
１　「実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目」とは、高等学校学習指導要領の農業科編、水産科編又は工業科編の科目の表に掲げられたものをいう。
２　「勤務時間数」とは、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成7年福島県条例第4号）第2条の規定するところによるものをいう。
３　「附随する勤務」とは、当該授業及び実習担当のための準備及び整理並びに農場、牧場、畜舎、実習工場等における諸勤務をいう。
第４　規則第39条第2項第1号の規定による実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目の授業及び実習を担当する時間数は福島県立学校の管理運営に関する規則（昭和46年3月26日教育委員会規則第9号）第15条の規定による承認のあった教育課程に基づく職員の週当たり担当授業及び実習時間数によって算定するものとする。
第５　長期にわたる校外実習等で、教育課程における単位となるものは、これを週当たり担当時間数に換算し、当該科目についての、授業及び実習を担当する時間数とすることができる。
２　水産に関する課程における乗船実習で、教育課程における単位とならないものについては、その実習期間の1日について2時間を当該科目についての授業及び実習を担当する時間数とすることができる。
第６　規則第39条第2項第2号の規定による附随する勤務に従事する時間数の算定は、次の各号に定めるところによるものとする。
１　実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目の授業及び実習を担当する時間数と同数の時間数
２　実習を伴う農業、水産又は工業に関する科目の授業及び実習を担当する時間数が週当たり11時間未満の農場長又は実習主任（1枚について1名に限る）については、1日について3時間を前号の規定による時間数に加えた時間数
３　生徒の「ホームプロジェクト」の巡回指導については、週当たり2時間を第1号及び前号の規定による時間数に加えるものとする。
第７　規則第39条第3項の規定を適用する場合における実習助手が教諭の職務を助けて行う次の各号に掲げる職務に従事した時間数は当該各号に定めるところにより算定するものとする。
１　実習の指導　第4の規定の例によりその者の週当たり担当実習時間数
２　これに直接必要な準備及び整備　前号による時間数と同数の時間数
３　実習の指導計画の作成及び実習成績の評価週当たり　　2時間
　（定通手当、産業手当の支給関係）
第８　規則第37条及び第40条の規定により、定通手当及び産業手当は、その月の分をその月における給料日に支給するものであること。この際、支給額に1円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額をもって支給額とする。
２　規則第36条第1項第3号の規定による勤務しなかった場合とは、公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法第2条第2項及び第3項に規定する通勤をいう。）による負傷若しくは疾病の認定を受け当該事由に基づいて勤務しなかった場合を除くほか、休職、停職、専従休職、育児休業、大学院修学休業、派遣（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第2条第1項又は公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第2条第1項の規定による派遣）、自己啓発等休業（職員の自己啓発等休業に関する条例第2条第1項の規定による休業をいう。以下同じ。）及び配偶者同行休業（職員の配偶者同行休業に関する条例第2条の規定による休業をいう。以下同じ。）期間はもちろんのこと、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇、職務専念の義務免除及び1日の全部を欠勤して給与条例第12条の規定により給与を減額された日をいうものであること。
なお、「引き続き16日以上」を算定する場合にあっては、当該期間中の週休日等（週休日（夏季、冬季等の休業日に所属長が指定する週休日を含む。）、祝日法による休日等及び年末年始の休日等をいう。）を算入するものであるが、その引き続いた期間の最初の日又は最後の日が週休日等であるとき、及びそれに引き続く日が週休日等であるときは、これら週休日等を算入しないものであること。
３　月の中途において次のいずれかに該当する場合にあっては、給料の日割計算の例により支給する。
(1)　支給対象職員となった場合又は支給対象職員でなくなった場合
(2)　支給額を異にする職員となった場合
(3)　休職（教育公務員特例法第14条による休職及び公務上の負傷若しくは疾病又は通勤（地方公務員災害補償法第2条第2項及び第3項に規定する通勤をいう。）による負傷若しくは疾病による休職を除く。）、停職、専従休職、育児休業、大学院修学休業、派遣（外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第2条第1項又は公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第2条第1項の規定による派遣）、自己啓発等休業若しくは配偶者同行休業（以下「休職等」という。）の処分等があった場合又は休職等より職務に復職等した場合
４　定通手当及び産業手当は、職員が月の中途において、手当の支給を受ける資格を有し、又は資格を失った場合には、資格を有した期間内の日数（この場合15日以内の期間であっても、当該期間の全日数にわたって勤務しなかった場合でなければ、手当を支給して差し支えない。）に応じて日割計算により手当を支給するものであること。
　（手当受給資格確認関係）
第９　次の各号に掲げるものについては、校長が手当支給資格の確認を行い手当の支給に当たるものであること。ただし、3に掲げる実習助手及び4に掲げる職員の手当受給資格の確認を行う場合にあっては、別に定める様式による確認書を作成のうえ、その確認を行うものとする。
年度中途に職員が新たに受給資格を得た場合又は失った場合についても同様とする。
１　規則第35条第1項第1号の規定により定通手当の支給を受けることとなる校長
２　同条同項第2号の規定による定通手当の支給を受ける副校長、教頭、主幹教諭、教諭、助教諭、養護教諭、栄養教諭、養護助教諭及び講師（常時勤務の者、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等で第2の2の定めにより本務として定時制教育又は通信教育に従事する職員）
３　規則第35条第1項第3号に規定により新たに定通手当の支給を受ける実習助手
４　規則第39条第1項第1号及び第2号の規定による産業手当の支給を受ける主幹教諭、教諭、助教諭、実習教諭又は主任実習講師、実習講師若しくは講師（常時勤務の者、再任用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員及び育児短時間勤務職員等に限る。）及び実習助手
第10　定時制課程から全日制課程に移行する場合の定通手当の受給資格については、毎年度当初に職員課長に協議すること。
第11　この要綱は、昭和52年4月1日から適用する。

（附則）

　（略）

　この基準は、平成30年4月1日から適用する。
様式（支給要綱第９関係）
（その１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　定時制通信教育手当受給資格確認書
（新たに支給を受ける実習助手関係）
　　　　　　　　　年度
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高等学校長  　　　　　　　　　　
	職　名
	氏　　  　名
	本　務
	最終学歴
	実習関連
実地経験年数
	技術の優劣
	定通手当受給資格 有→〇
無→×
	参考　                 　 有→〇
産業教育手当の受給資格 無→×

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	人員計
    人
	
	
	
	
	
	
	


備考　１　「本務」欄には本務となっている定時制か通信制の別を記入すること。
２　「実習関連実施経験年数」には、現に従事する職務に直接関連のない職務又は業務に係るものは含まれないこと。なお、高等学校を卒業した者は、記入を要しないこと。
３　「定通手当受給資格」欄は、本務、最終学歴、実習関連実地経験年数及び技術の優劣が規則第35条第３号に適合する場合には〇印を、適合しない場合は×を記入すること。
（その２）
産業教育手当受給資格確認書
（教諭・常勤の講師関係）
　　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高等学校長　　　　　　　　　　
	職　名
	氏　　　名
	免許状
（教科）
	Ａ　　　　　勤　　　　　務　　　　　態　　　　　様
	Ｂ
産業教育
手当受給
資格
有→〇
無→×
	（参考）
定通手当
受給資格
有 → 〇
無 → ×

	
	
	
	①

主なる
授業担
当科目
	②週当たりの授業及び実習の
　担当時数
	③週当たりの勤務時間数の内容
	
	

	
	
	
	
	ア
農業工業又は
水産の教科の
授業並びに実
習担当時数
	イ
左の教科
以外の授
業担当時
数
	計
	ウ
「ア」
の時間
数
	エ　「ア」に付随する
  勤務の時数
	オ
「ウ」・
「エ」以
外の勤務
時数
	計
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　　人
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　職名欄には、職名のほかに農場長又は実習主任等（各校１名とする。）を記入すること。
２　Ａ欄の記入については、年度当初県教委の承認を受けた教育課程に基づいて作成された週当たり担当授業時間表をもとに時間数を記入すること。
Ａ欄中計以外は全日制と定時制に分けて（定時制課程分は上段に）記入すること。なお、次に留意すること。
①は、当該職員が主として担当する農業、水産、工業又はその実習の科目を記入すること。
②のアは農業、工業又は水産に関する科目の授業及び実習に当たる合計時数を記入すること。イは上記以外の科目の担当時数を記入すること。
③のウはアの担当時間数を記入すること。
③のエは要綱第６により記入すること。
③のオは職員の週当たりの勤務時間数から「ウ」及び「エ」の時間を除いた時数を記入すること。
３　Ｂ欄は免許状及び主な授業担当科目が、規則第39条第１項第１号に適合し、かつ②欄において、アの時数が計の時数の１／２以上かつ③の欄においてウとエの合計の時数が計の時数の１／２以上である場合には〇印を、その他の場合には×印を記入すること。
（その３）
実習助手に係る産業教育手当受給資格確認書
（実習助手関係）
　　　　　　　　　年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高等学校長  　　　　　　　　　　
	職　名
	氏　　　　名
	最終学歴
	実習関連
実地経験
年数
	技術の
優　劣
	Ａ　　　勤　　　務　　　態　　　様
	Ｂ
産業教育
手当受給
資格
有 → 〇
無 → ×
	（参考）
定通手当
の受給資
格
有 → 〇
無 → ×
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　注１　「実習関連実施経験年数」には、従事する職務に直接関連のない職務又は業務に係るものは含まれないこと。
なお、高等学校を卒業した者は記入を要しないこと。
　　２　Ａ欄は要綱第７により記入すること。なお、アの指導内容は助ける教諭の担当時間表に概ね一致するものであること。
　　３　Ａ欄のエは職員の週当たりの勤務時間数からア、イ及びウの時数を除いた時数を記入すること。
　　４　Ｂ欄は最終学歴、実習関連実施経験年数及び技術の優劣が規則第39条第１項第２号に適合し、かつ、Ａ欄のア、イ、ウの合計時数が計の時数の１／２以上である場合には〇印を、その他の場合には×印を記入すること。
3-18-4
3-18-3

